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日本郵政グループがどういうグループであるか、なぜ
長きにわたり存続できたのか。そこに我々の存在意義が
あると考えています。

日本の一人当たりGDPは、20年前は世界3位だったの
が、今は25位くらいになっていますが、豊かさを示す指
標は一人当たりGDPだけではありません。例えば、ブー
タン王国のように、国民が享受している幸福度が高けれ
ば、心豊かに人生を送ることができると考えています。
日本郵政グループは、そういうところに貢献できるポテ
ンシャルを持っています。我々は147年前に郵便を配達
し始め、4年後に貯金を開始し、その後、保険を売り出し
ています。これらはユニバーサルサービスとしての基本
部分ですけれど、それ以外にも心の豊かさに貢献できる
ことがあると考えています。企業は福祉活動ではありま
せんから、相応のコストをかけたらリターンがないと、
継続的に業務を続けられませんが、お客さまに身近で寄
り添い、何よりお客さまと対面にいることこそが重要だ
と考えています。

現在の社会に対しても、お客さまに密着した郵便局と
いう強みを生かしていくことで、いろいろな「機会」が見
えてきます。

例えば近年、Fintechが盛り上がりを見せていますが、
我々はFintechに加え全国に郵便局という窓口がありま
す。最新テクノロジーと地域密着の窓口の融合により
様々なアレンジメントが考えられるわけです。我々は非
常に恵まれた環境にあると考えています。

他にも、「貯蓄から資産形成」へ向かう流れがあります。
個人の金融資産は約1,830兆円ありますが、投資を始め
ている人はまだ少なく、投信残高は約110兆円しかあり
ません。まだ圧倒的に少ない。投資信託をご紹介できる
郵便局窓口は全国津々浦々約1万8千局あり、お客さまの
身近な金融機関としてこの流れに貢献できるグループだ
と考えます。

昨今の他社の経営層や機関投資家との話題はESGが中
心ですが、そもそも、日本郵政グループは、ソーシャル
カンパニーとして、以前よりESGに取り組んでまいりま
した。ESGの取組み自体は、本来は社会の中の企業とし

て使命を果たすための大事な行動なのです。企業も頑
張って社会に貢献して、評価していただく。もちろん収
益を上げながらですけれど、社会に対してきちんと留意
できない会社はアウトになってしまいます。日本郵政グ
ループは、今後もソーシャルカンパニーとして、何をや
るのかと問われています。その問いに答えるために、努
力し続けていかなければなりません。

一方で、今後起こりうる「脅威」にも立ち向かわなけれ
ばなりません。

グループの事業はまだまだ人が担っている部分が多く
あります。持続可能なパフォーマンスを上げていこうと
する際に、大きなテーマとなってくるのは、人口の減少
です。かつて明治維新の頃には人口は約3,300万人でし
た。150年かけて、約1億人増加しました。そしてこれか
らは増えた時と同じスピードで減っていくと言われてい
ます。昨年生まれた赤ちゃんの数が100万人を切ったわ
けです。日本郵政グループには、約40万人の社員が働い
ています。勤続年数を40年と仮定すると、ラフに考えて
毎年1万人が辞める。その分を補うには、毎年1万人を採
用しなければならない。今後、労働供給力が低下してい
く中で、今までの水準で雇用し続けることは大変なこと
です。また、これから人手不足で人件費は上がってくる
わけです。相当真剣に取組み方を考えないと長期的に厳
しい局面に追い込まれてくると感じています。

もう1つ、日本郵政グループがおかれている長期の課
題は、郵政民営化法が定めるように、最終的に収益貢献
度が高いゆうちょ銀行とかんぽ生命保険の株式を全部売
却することになり、今後連結ベースで両社の収益を反映
できなくなることです。何らかの新しい収益源を作って
いかなければなりません。その方法は、M＆Aかもしれ
ないし、出資かもしれないし、業務提携かもしれません。
その一つの取組みとして、2018年4月に新しく日本郵
政不動産を立ち上げました。同社のパフォーマンスが上
がってきて、成果が出るのは10年ぐらいかかります。今
から準備していかないとだめなのです。不動産という業
務をコアに据えて、これを大事な仕事にするという経営
メッセージです。何が成功するか分かりませんがこのよ
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うな動きをたくさん行う必要があると考えています。

日本郵政グループは、2018年5月15日に、新中期経営
計画（2018〜2020年度）を発表しました。

まず、前中期経営計画（2015〜2017年度）の振り返り
を行いたいと思います。前中期経営計画では、事業の「成
長・発展を遂げる」ため、次の5つの事業戦略を掲げてい
ました。

1つ目は、「郵便・物流事業の反転攻勢」。eコマース市
場の拡大による荷物量の増加基調や、ゆうパックなどの
コンビニ受取サービスや「はこぽす」の設置拡大などの受
取利便性向上施策により、2017年度でゆうパック個数は
8億個を超え、目標としていた6.8億個を達成しました。

2つ目は、「郵便局ネットワークの活性化」。主要三事業
以外での郵便局ネットワークの活用に関して、提携金融
サービスではがん保険の取扱局を約2万局に拡大、また、
物販事業では商品ラインナップを拡充させ、順調に収益
を拡大させました。

3つ目は、「ゆうちょの収益増強」。投資信託等の資産運
用商品の商品・サービスの充実により、販売額及び残高
を拡大させるとともに、ATM設置を拡大したことにより、
役務取引等収支が拡大しました。

4つ目は、「かんぽの保有契約底打ち・反転」。新契約月
額保険料500億円という目標を2015年度に前倒しで達成
し、2016年度は更に拡大しました。2017年度は、保険
料改定の影響により、新契約月額保険料は減少しましたが、
保障重視の販売強化の取り組みにより、保障性商品の販
売が増加しました。

5つ目は、「収益拡大を目指した資金運用の高度化」。金
融2社において、資産運用の高度化・多様化を推進し、ゆ
うちょ銀行においてはサテライトポートフォリオ（SP）残
高60兆円を2015年度に前倒しで達成しました。加えて、
国際分散投資を推進し、更にSP残高を拡大させました。

こうした取り組みの結果、2017年度の親会社株主に帰
属する当期純利益は4,606億円と、前中期経営計画の最
終年度の目標4,000億円を大きく上回ることができまし
た。

しかしながら、歴史的な超低金利環境の長期化など、
日本郵政グループを取り巻く環境は非常に厳しく、おそ
らく、これからの3年間が最も厳しいものとなると予想
しています。

その中で我々は、郵便局ネットワークを活用し、ユニ
バーサルサービスを生かしながら様々な取組みで収益を
上げていくのだという気持ちを盛り込んだのが、新中期
経営計画であり、具体的には以下の方針を掲げています。

1つ目は、郵便・物流事業の方針です。郵便物数の減少
が続く一方、宅配便市場はeコマース市場の成長に伴い、
今後も拡大が見込まれます。そこで、労働力確保難や人
件費単価上昇への対応も含め、郵便の集荷担当者を宅配
便の配達にシフトするといった限られた社員リソースの
流動化等を進めてまいります。また、荷物の小型化の促
進等により、我々が得意とする郵便受箱投函を進めてま
いります。

2つ目は、金融窓口事業の方針です。郵便局に求められ
る役割は、地域に応じて異なることから、従来のように、
全国一律で商品・サービスを提供するのではなく、必ず
実施すべきユニバーサルサービスに加え、地域ごとに異
なるニーズに応じた商品・サービスを追加的に提供する、
個性・多様性のある郵便局展開を推進してまいります。
大切なお客さまとの接点である郵便局ネットワークを引
き続き活かした取組みを行っていきます。

3つ目は、国際物流事業の方針です。経営改善策を着実

前中期経営計画の振り返りと
2020年度に向けて
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に実施するとともに、JP・トールのシナジー強化による
国内のコントラクトロジスティクス展開を図るなど、経
営資源の選択と集中による収益の向上を目指します。

4つ目は、ゆうちょ銀行の方針です。ATM等による手
数料収益や投資信託残高の一層拡大を目指すほか、運用
の高度化・多様化に取り組み、リスク性資産と戦略投資
領域を拡大させ、厳しい環境を打ち返していきます。

5つ目は、かんぽ生命保険の方針です。保障重視の販売
強化、募集品質の向上により、保有契約年換算保険料の
反転・成長に取り組みます。また、ICTを活用したサー
ビスの向上、事務の効率化による経費削減も進めてまい
ります。

そして、不動産事業の展開については、2018年4月に
日本郵政不動産を設立しましたが、グループ保有資産の
開発をより効果的に行うとともに、共同事業参画、収益
物件取得などにより新たな収益源を開拓していきます。

また、資本提携・M&Aについても、「トータル生活サ
ポート企業グループ」としてグループの成長につながる
よう、幅広い分野で資本提携・M&Aを検討し、2020年
度までの3年間で数千億円規模の投資も視野に入れ利益
貢献を目指します。

これらの方針により、日本郵政は1株当たり50円以上
で安定的な株主配当の実施を目指します。

この新中期経営計画により、厳しい環境の中で、安定
的な利益の確保と持続的な成長に向けたスタートを図り
ます。引き続き「トータル生活サポート企業グループ」を
目指して、グループ一丸となって取り組んでまいります。

前述の計画を遂行する上で、特に重要だと考えている
のが「人材」と「教育」です。

時代は変わっていく、お客さまも変わっていく、それ
を感じ取り、カスタマイズすることが大事なのです。お
客さまが何を求めているのか、どの方向に時代は動いて
いこうとしているのかを見極めて、組織としてそれにす
ぐ適応できるスピード感を持つことが求められています。
どんどん世の中のニーズが変わってきている中、もちろ
ん最初は新しい動きに精通した人材がいた方がいい。

ただし、人材がいないから新しい仕事をやらないとい
うわけにはいきません。そこにニーズがあるならば、た
とえノウハウがなくても「やるぞ」というのが、私たちの

経営における重要な「人材」と「教育」
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アプローチの方法だと考えています。時代が変わる、そ
れに対して自分も変わらなければいけないと覚悟するこ
とにより何でもできるようになるだろうとも考えてい
ます。新たな人材の導入と社員の教育の両方に取り組ん
でいく必要があると考えています。

また、人材を生かすために経営者として意識している
ことがあります。それは誰から見ても「誇れる会社であ
りたい」ということです。
「タフでなければ生きて行けない。優しくなれなければ

生きている資格がない」という小説家のチャンドラーの言
葉があります。企業は、世の中に尊敬されるような組織
にならないといけないと考えます。特に上場企業になっ
たからには、相応のパフォーマンスを上げるような体力
がないと、誰も尊敬してくれません。一方であの企業す
ごいよね、というふうにもならないといけません。幸い、
日本郵政グループには、公の機関であった歴史があり、全
国に郵便局ネットワークもあります。たとえ地方に元気

がなくなってきたとしても、我々は撤退せずに最後まで
お客さまに奉仕するぞと覚悟している組織です。

私自身、振り返りますと、お金儲けのためではなく、
天下国家をみんなで論じて、国のためにいろいろ尽くす
ことができると考え、大学卒業後は当時の日本興業銀行
へ入行しました。だから、個人的には巡り巡って日本郵
政グループのように国のために必要な組織に戻ってきた
な、という感慨はあります。運命的な出会いなので、一
生懸命にグループの将来のためにできることをやろうと
考えています。for Japanにいくらか貢献できるという
のは、個人的にはうれしいことです。

もっと真に尊敬される会社になるには10年20年かか
るでしょう。私の任期中はもちろん、続く若い人たちに
襷をつなげて尊敬される会社を作っていきたいです。郵
便局が好きで入社している社員が大勢います。そういう
社員の志や夢が叶えられるような環境を作るのが私の責
任だと考えています。
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また、日本郵政グループの中長期的な経営を考える上で、
重要な要素が「一体感」です。

日本郵政グループは4社で一塊（ひとかたまり）ですが、
4社体制で法人体系が分かれているとなかなか難しいこ
ともあります。3社が同時に上場したこともあり、気を
つけないと遠心力が働いてきます。経営の仕掛けとして、
グループがひとつのチームとして動くことを絶えず言い
続ける必要があります。そのために「チームＪＰ」という
スローガンを作りました。グループ全体でシナジーを考
えるためのキャッチフレーズです。

人事異動の際には現場と本社をもっと混ぜて欲しいと
各社に頼みました。ずっと本社にいそうな人を現場に派
遣して欲しい。人事が一番の経営メッセージだから分か
りやすいと考えています。「チームＪＰ」を成し遂げるた
めにさまざまな方法で「チームＪＰ」を発信していかなけ
ればいけないと考えています。

日本郵政グループには様々なステークホルダーがい
らっしゃいますが、そのすべての皆さまに幸福であって
ほしいと考えています。株主のためには、上場企業として、
株価を上げ、配当をきちんと払えるようにしなければい
けません。また、社員に対しては、給与水準と報酬水準
をしっかりとしていくほかに、企業として、ダイバーシ
ティ、介護、育児の課題を考えなければなりません。ま
た、女性登用のみならずLGBTの差別や偏見に気を配ら
なければなりません。そうなると、クオリティー・オブ・
ワーキングライフが必要なわけです。社員が幸福に出社
してくれるような環境を整えたいですね。それぞれのス
テークホルダーが幸福になるように、「チームＪＰ」とし
て、みんなで頑張ろうということです。これから来る新
入社員に、あの会社に絶対入りたいと言われるような企
業になることが目標です。

2018年7月

もう一つ経営にとって重要な「一体感」 結び〜ステークホルダーの皆さまへ
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※記載の数値等は、2018年6月時点の情報に基づくものです。


